
書式第 12号 (法第 28条関係)

事 業 報 告 用

令和 3年度 事 業 報 告 書

塁建」壁塾腫里墨窒△乙二立二≡二望墜量墾塗

1 事業の成果
コロナ禍の中でやむなく実施中断したものもあるが、国際協力事業に関してはインドの環境保護活動の

継続、オンラインセミナーOoP戦略計画ラーニングバスケット他)の実施、国内インターンシッププログ

ラムによる活動を実施した。これは通信網の発達と信頼関係があったからこそできた事業といえる。

2 事業の実施に関する事項
(1)特定非営利活動に係る事業               (事 業費の総費用 【 1,810 】千円)

(2)その他の事業 (事業費の総費用 【 891 】千円)

定款に記載
された
事業名

事業内容 同時 場所
従事者
人数

受益
対象者
範囲

受益
対象者
人数

事業費
(千円)

海外支援

事業

20211二 4

月 ^´2022

年 3月

ビハ 一ヽル

州マデプ

ラ郡 6村

日本側 2

名、イン

ド側 3名

子供を含

む住民

約
鬼
000
1,810

定款に記載
された
事業名

事業内容 日時 場所
従事者
人数

事業費
(千円)

日本国内

支援活動

実務経験を通して社会問題に取り組む

体験型学習プログラム

2021‐銅巨4

月へ′2022

年 6月

ICAジ

ャパンオ

フイス

5人 0

日本国内

支援活動
会費 (正会員、賛助会員他 )

2021(q二 7

月～2022

年 6月

国内 17人 284

日本国内

支援活動
受取り寄付

20211■ 7

月～2022

年 6月

国内 5人 607

まf地金義判髯≒蟹主或せれ
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特定非営利活動法人アイシーエー文化事業協会
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∃

日

日 日



科目 金額

経常収益

1 受取会費
・正会員受取会費

・賛助会員受取会費

・企業受取会費

176,000

58,000

50,000

284,000

570,121

37,000

607,121 607,121

0

0 0

1,810,000

1,810,000 1,810,000

600,000

11000,000

1,000

34,000

50,000

161

3021249

11987 10 1,987,410

41688,531

受け取り会費 合計

2受取寄付金
①受取一般寄付金

②特別指定受取寄付金

受取寄付金 合計

3国際協力指定事業

国際協力指定事業 合計

4受取民間助成金等
。経団連自然保護基金 (インド・ビ八―ル州。植林と環境教育センター修理2期 )

受取民間助成金等 合計

5雑収入
。月次支援金 (NPO法人)
。事業復活支援金

・GPCへの現金投入

・三菱UFJ口座にあつドルを円に変換

・原稿料 (明るい社会作り運動)

。預金利息。配当金等

・利子補給金 (日本政策金融公庫)

その他収益 合計

経常収益 合計 体)

活動 計算書 (1瞑勘

令和3年7月 1日～令和4年6月 30日

2021年 7月 1日～2022年 6月 30日

(単位 :円 )
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令和3年 7月 1日～令和4年6月 30日

2021年7月 1日～2022年6月 30日
(単位 :円 )

金  額

1事業費
① 人件費
。本部スタッフ人件費 0

② その他経費
・資機材購入費
。ワークショップ等開催費
。現地事務所賃貸料(光熱費含む)
。専門家派遣費(旅費 。日当・謝礼)
・現地移動費
・会議費
・通信運搬費 (電話・郵便・振込)
。事業資料作成費 (印刷費)
。事務用品購入 (ノート、ベン、用紙)
。一般管理費 (現地十日本)
。外務監査費

510,000

2

③ 人件費
。本部スタッフ人件費 2,075,012

④ その他経費
・事務所賃貸料 (光熱費を含む)
・通信費
・事務用品費
・国内交通費 (ビジネス国内分)
。福利厚生費
・諸会費 (メンパーシップ加入費)
。支払報酬料 (業務委託)
。雑費 (銀行手数料他)

2,898,227
319,436
337,229
63,517
51700
33,000
162,895
78,862

‖!経常外収益
0

経常外収益 合計 rDヽ 0 0
lV経常外費用

経営外書日 合1+

経 営椙希金箱 卜 F=rFヽ

当期 T味財産増加箱 rC+Fヽ =G
当期紳椙林金額

前期繰織 T味財産箱 rHヽ
次期繰械 T味財産籠 fGヽ +`Hヽ =fn _2ら ら7447R
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瑠; 目

0

1

1.流動資産

・現金

・普通預金

・未収国際協力指定事業

・未収国内プログラム

・未収入金

・仮払金

0
88,938

9,596,513

3,876,709

3,593,100

569,200

2.固定資産

(1)有形固定資産

‖.負債の部

1.流動負債

・未払金

・預り金

・借入金

863,176
431,723
300,000

流動負債 合計 1.594.899 1.594.899

2.固定負債
・長期借入金 47,947,000

固定負債 合計 47.947.000 47.947.000
負僣 合計

|‖ .正味財産の部

前期繰越正味財産額

当朝丁峡財薦増減額

△ 231525,256
△ 2_049_222

T峡 財 産 合 卦 A,5574478 A25_574_478
負借及び正味財産 合計 23.967.421

貸 借 対 照 表
2022ノ06ノ30
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令和3年度計算書類の注記 1

重要な会計方針

計算書類の作成は、NPO法人会計基準 (2010年 7月 20日から2011年 11月 20)一部改正NPO会計基準協議会
(1)固定資産の減価償却の方法 :実施しておりません。
(2)引当金の計上基準 :該当ありません。
(3)消費税等の会計処理 :税込方式によっております。
(4)プロジェクトの収益計上の方法 :進行基準で実施しております。

2.事業別損益の状況

事業 国際指定事業 国内指定事業 管理部門
△ 二■

「
コロ:

I経常収益
1.受取会費 284,000 284,000

3.

607.121 607,121

0

4.受取民間助成金 1,810,000 1,810,000

5.その他収益 1.987.410 1.987.410

経常収益 合計 1,810,000 0 2,878,531 4,688,531

II 経常費用

1.事業費

(1)人件費 0

(2)そ の他経費 510,000 510,000

51 510,000

2.管理費

(1)人件費 2,075,012 2,075,012

1 741 1 41

753 753

51 737 753

1 0 △ △
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令和2年 計算書類の注記 2

3.使途が制約された寄付金等の内訳

使途が制約された寄付金等は0円 です。

内 容
期首残高

当期増減額

(受注金額)
(2021.7-2022.6)

当期減少額

(当期計上額)

(2021.7‐ 2022.6)

期末残高
備考欄

0 ＾
Ｕ 0 Ａ

Ｕ

0 Ｕ^ 0 0

特別指定受取寄付金

日本NGO連携無償資金協力事業 (外務省)

0 0 ＾
Ｕ

ハ
Ｕ

日本NGO連携無償資金協力事業 合計 0 0 0 0

受取民間助成金

。経団連自然保護基金 (イ ンド・ビ八―ル州植林と 905,000 905,000 0 1,810,000

受取民間助成金 合計 905,000 905,000 0 1=810,000

合計 905:000 905,000 0 1=810=000
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令和2年 計算書類の注記 3

■□菫
==夏=壼

□

5.借入金の増減内訳

6.役員及びその近親者との取引の内 く

科目 取得

504,267 ハ
Ｕ Ｕ^ 504,267 5041267

∩

）
Ｕ^ ＡＵ Ｕ^ Ｕ^ 0

ｎ
）

Ｕ^ Ｕ^ Ｕ^ 0 0

1 Ｕ^ ∩
） 1

ハ
Ｕ 1001000

(1)有形固定資産

臣著E覇

(2)無形固定資産

(3)投資その他の資産

敷金

合計 604.267 0 0 604,267 Ｕ^ 604.267

科目 期首残高 当期借入 当期返済 期末残高

短期借入金 600,000 3001000 600!000 3001000

長期借入金 45,6301000 5,000,000 2,683,000 47,947,000

合計 46.230.000 5.300.000 3.283.000 48.247.000

計算書類に計上

された金額
内役員及び近親者との取引科目

(活動計算書)

受取寄付金 607,121

業務委託料 (役員) 0

合計 607,121 0
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録目産財

科目

0
預金額 口座番号

・CPCグローバルバートナーシップセンター
・自動引き落とし
・福利厚生費
。FUND
。寄付
・テーラワーダ仏教協会
・ 城南信用金庫
・きらばし銀行
。経団連自然保護基金  (イ ンド・ビ八―ル州・植林)

1資産の部
1流動資産
現金

普通預金

10,451

7,121

631
37,000
30,011
108
578
108
2.930

現金・預金 合計 88,938
未収入金
・受取一般会費 3.593.100
来収金 合計 3,593,100
未収国際協力指定事業
・未収国際協力指定事業 9.596.513
未収国際協力指定事業 合計 9.596.513
未収国内プログラム
・グローパルフアシリテーション
・コンサルテーション (福島県災害復興支援活動)

876,709
3.000.000

来収 国内プログラム 合計 3.876_709
仮払金
・フアンドレイジング 569.200
仮払金 合計 569,200
貸付金
・貸付金 5.638_694
貸付金 合計 5,638.694
流動資産 合計

3710654
3757286
3757297
3762263
3757300
3806326
256452
0610753
39672391

23,363,154

604.267

(3)投資及びその他の資産

有形固定資産合計

(2)無形固定資産

2固定資産
・福利厚生費

176

1

1

‖.負債の部
1 流動負債

預り金
・社会保険料
・所得税
・住民税
・雇用保険

314,580
93,131

0
24.012

431.723預り金合計 4311723

300_000
個人からの借入金

300.000個人からの借入金合計 300,000

5,440,000
17,007,000
25.500.000

2固定負債
長期借入金
・城南信用金庫
・きらばし銀行
。日本政策銀行 (一般管理回転資金)
目宇色倍 合計 47_947_000 47.947.000

49_541_899 49.541_899負債 合計

△ 23,525,256
△ 2.049,222

‖: 正味財産の部
前期繰越正味財産額

当期純損益金額

繰越正味財産額 △ 25,574,478
△ 25.574.478 △ 25.574.478正味財産 合計
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書式第 18号 (法第 28条関係)

業 報 告 用

2021年度年間役員名簿 (前事業年度において役員であつたことがある全員の氏名及び住所又は居所並
びにこれらの者についての前事業年度における報酬の有無を記載した名簿)

1 確認事項 (法第 20条及び第 21条を確認の上、チェックを入れてください。)

」以下の役員には、欠格事由者が含まれません。(法第 20条関係)
国各役員について、親族の規定に違反していません。(法第21条関係)

2 役員一覧

役 名
どちらかに○

(フ リガナ) 前事業年度内の

就任期間
報酬を受けた期間
(該当者のみに記入)

氏   名

ノ"｀、

k呈|ラ)・
監事
アオヤギ ヨウイチ
ロウ

青柳 陽一郎

2021年

2022年

7月  1日

6月  30日

年

年

月

月

日

日

2
⌒

健::サ監事
tt=! lvt 2021年

2022年

7月  1日

6月  30日

年

年

月

月

日

日大越 俊男

う
０

⌒

Q壁3)監
事
サ トウ シズヨ 2021年

2022年

7月  1日

6月  30日

年 月

月

日

日年佐藤 静代

‘
４

⌒

長壁3)監事
キタガキ タケヒサ 2021年

2022■F

7月  1日

6月  30日

年  月  日

年  月  日北垣 武久

5
⌒

e多〉監事
イワタ マモル 2o2r+

2022+

7月  1日

6月  30日

年

年

月

月

日

日岩田 護

6
⌒

鯉ラ)監事
イシザワ ナオシ 2021年

2022年

7月  1日

6月  30日

年 月

月

日

日年石澤 直士

7
⌒

c里ラル監事
ヤマモト リョウジ 2021年

2022年

7月  1日

6月  30日

年

年

月   日

月   日山本 柳二

０
０

⌒理事,(ジ
ダン ヒンクルマ 2021年  7月  1日

zozz4 6E 308

年  月 日

日年  月Don Hinkelman

9
ノ″
~ヽ

鯉ラ,監事

スズキ(コ ンド

ウ)ス ミコ
2021年

2022年

7月  1日

6月  30日

年

年

月

月

日

日鈴木 (近藤)澄子



書式第4号 (法第 10条・第 28条関係)
設立・事業報告用

社 員 名 簿 (社員のうち 10人以上の者の名簿 )

特定非営利活動法人 _二宣
=≧
二二:=■■」ヨ:当饉通_

氏   名

1 青柳 陽一郎

大越 俊男2

3 佐藤 静代

4

5

北垣 武久

岩田 護

石澤 直士6

7 山本 柳二

□ 嶋田 一義

回 鈴木 (近藤)澄子

10 横山 光

12 久保田 啓二



監事監査報告書

特定非営利活動法人ICA文化事業協会

理事長 佐藤 静代 殿

私は、特定非営利活動法人ICA文化事業協会の2021会計年度(2021年 7月 1日から
2022年6月 30日 まで)の業務及び財産の状況等について監査を行いました。その結果につ
き、以下のとおり報告いたします。

監査の方法の概要

私は、理事会その他重要な会議に出席するほか、理事等からその職務の執行状況
を聴取し、重要な決裁書類等を閲覧し、本部及び主要な施設において業務及び財産の状
況を調査し、事業報告を求めました。また、事業報告書並びに会計帳簿等の調査を行い、
計算書類、すなわち財産目録、貸借対照表及び活動計算書の監査を実施しました。

記

監査結果

(1)事業報告書は、法令及び定款 (寄付行為)に従い、法人の状況を正しく示しているものと
認めます。

(2)会計帳簿は、記載すべき事項を正しく記載し、上記の計算書類と合致しているものと認め
ます。

(3)計算書類は、法令及び定款 (寄付行為)に従い、損益及び財産の状況を正しく示してい
るものと認めます。

(4)理事の職務執行に関する不正の行為又は法令若しくは定款 (寄付行為)に違反する重
大な事実は認められません。

2022年 9月 20日

特定 化事業協会
み
メ ソ ン ′



監査報告書

特定非営利活動法人lCA文化事業協会
理事長 佐藤静代殿

20221年9月 20日

税理士

私は、特定非営利活動法人iCA文化事業協会の2021会計年度(2021年7月 1日か
ら2022年6月 30日 まで)の計算書類、すなわち活動計算書、貸借対照表及び注記並びに
財産目録について、監査を行い、以下の通り報告する.

1.監査の方法
私は、決算書類に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得るた
め、監査は試査を基礎として行い、特定非営利活動法人が採用した会計方針及
びその適用方法も含め全体としての決算書類の表示を検討した。

2.監査の結果
活動計算書、貸借対照表及び注記並びに財産目録は、減価償却の実施を見送っ
ているもののNPO法人会計基準 (2010年 7月 20日 2011年 11月 20日一部改
正 NPO会計基準協議会)に準拠して、当該計算書類にかかる期間の財産及び
損益の状況を重要な点において適正に表示しているものと認める。

特定非営利活動法人とわたしの間には、特定の利害関係はありません。

以上

珍り亥


